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おむね 2000 万円。田畑による有機の農業収入が 6
割、自前の乳製品などを提供するレストランが 2.5
割、子供たちの体験スティが 1.5 割という内訳であ







































































































































































































































































（平成 29 年度）。 
こうした先行例を参考に、大学を軸とした半島文
化活動のデータベース化やシンポ等による情報交換
を担う組織づくりを検討することである。いうまで
もなく大学は地域のシンクタンクである。一つの選
択肢として、愛知大学三遠南信地域連携研究センタ
ーといった組織がハブとなって事務局を担い、国土
交通省と連携しつつ「半島文化交流協議会」のよう
な組織を設置していくことも検討されてよい。一挙
に全国ベースにするのでなく、地域ブロックごとの
ネットワークを形成し、それがさらに全国ネットワ
ークとなるという手順もあろう。半島振興法への一
つと提言としておきたい。 
